
自治体の広報制度を利用した潜在求職者へのアウトリーチ事業

＜新城市コメント＞

男女共同参画事業の一環として女性の
社会進出の手助けとなるようにバック
アップをしていきたい。今後も継続して
連携をする。

＜労働局コメント＞

託児付のセミナー等を増やし、就職へ
の意欲と関心を高め、女性の労働力が地域
社会に反映されることを期待しています。
山間地域の方から継続してセミナーを開催
してほしいとの要望もいただいています。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

【愛知県新城市】 【愛知労働局ハローワーク新城】

【実施概要】

【役割分担】

◆受講希望者３０名（欠席者３名）のうち１５名が新規登録
◆第１回開催時の求職者１４名の内３名が就職決定
◆第２回開催時の求職者１３名のうち３名が４月開講の公共訓練「パソコ
ン・事務マスター科」を受講予定

【新城市】

◆市民福祉部こども未来課を窓口とし、

メール登録をしている未就学児のいる

1600世帯へのセミナー（臨時号）の案内

◆広報紙への掲載

【ハローワーク】

◆会場の選定と借上げにかかる手続き

◆セミナー講師の依頼

◆管内自治体の広報紙掲載の依頼

◆求職者への積極的な呼び掛け

◆リーフレット作成

◆ＨＰでの案内

【効果】

■第１回 1/21～1/23 新城市生涯学習センターちさと館にて開催
■第２回 3/10～3/12 鳳来中央集会所にて開催

出産・育児等で職を一旦離れた方達への託児
付きの就労支援事業

２回とも初日の午前中は就職支援セミナーとしてあいちマザーズ
ハローワークの就職支援ナビゲーターが講師を務め、今後の将来設計
及び就職にあたっての心構え等を説明。
初日の午後から最終日までは、民間委託したパソコンセミナーの講
師による実技講習。

≪照会先≫ 愛知労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：052-219-5505）（http://aichi‐roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)


